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1. はじめに 

発展途上国の都市圏における経済成長および都市開発は急激に進んでおり自動車交通量は年々増加傾向にあ

る。しかしながら、中には交通インフラの整備が追随できなかったため、深刻な自動車交通渋滞が生じ、CO2

などの温室効果ガスや SOｘ、NOｘなどの大気汚染物質で代表される環境影響物質の排出量増加が問題となって

いる地域もある。そこで交通インフラを含めた社会基盤構造物の整備を早急に行う必要がある。社会基盤構造

物が与える影響は多岐に渡り、建設されることによって安全性の向上、利便性の向上、さらには環境負荷改善

のように社会全体に利益をもたらすものである。社会基盤構造物の評価に際してはこれらの影響を全て加味し

て行う必要性があると考えられる。 

 図-1 は社会基盤構造物における費用便益の三層構造の概念を示している 1）。現在、排出権取引に代表される

環境影響物質を貨幣換算する概念が構築されており、環境影響評価を行うことで図-1 の費用便益の三層構造に

おける社会に与える影響を含めた評価を可能とする。 

 本研究では環境影響を定量的に推定する手法を示し、構築した手法をタイ王国バンコク首都圏における地下

鉄建設事業に対して適用しており、バンコク地下鉄のライフサイクルにおける社会全体に与える影響の定量化

ならびに社会全体に与える影響を含めたバンコク地下鉄建設の必要性を議論する。 

2. バンコク地下鉄に関する既往の評価事例 

バンコク地下鉄の事業性評価は事業母体が建設費、維持管理費、時間

削減効果、ならびに自動車走行経費削減効果を算出することによって実

施されている。この評価は図-1 に挙げた企業負担と利用者に与える影響

を考え、評価している。そこで稲積ら 2）は社会に与える影響をも加味し

た評価を行うために、建設段階における資材、燃料、および電力の使用

に伴う環境負荷、運用段階における電力消費に伴う環境負荷、そして地

下鉄周辺の交通量削減に伴う環境便益の評価手法を検討，算出し（図-2

参照）、これらを加えたバンコク地下鉄の評価を検討年数 30 年として行

った。 

本研究では建設段階における工事占用帯

の設置に伴う環境負荷、さらに、運用段階

における自動車速度上昇に伴う環境便益、

自動車速度上昇に伴う車両償却費便益の評

価手法を提案し、これらの環境影響評価を

含めた上でバンコク地下鉄建設事業の評価

を行うものである。以降、本研究で用いた

環境影響評価手法について述べる。 

3. 幾何ブラウン運動を用いた利用客数の

将来予測 

 運用段階における環境影響評価を行う際

には将来の不確実性を考慮することが重要

である。そこで本研究では幾何ブラウン運

73.767.32.6

1131,0109.6

NO2
（円/kg-NO2)

SO2
（円/kg-SO2）

CO2
（円/kg-CO2)

73.767.32.6

1131,0109.6

NO2
（円/kg-NO2)

SO2
（円/kg-SO2）

CO2
（円/kg-CO2)

建設段階 運用段階

総和：-388～-101億円

 
図-2 既往の研究で算出されている環境コスト  
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図-1 費用便益の三層構造 
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動を用いてばらつきを与えた値を算出し、確率統計的に社会基盤構造物の評価を行うことで将来の不確実性を

考慮した評価が可能としたものである。幾何ブラウン運動の近似式は次式で表される。 

)exp(1 ttt
MM σεµ +=

−
 

Mは時間 tにおける変動数、µ は平均的変動（トレンド）、σ はトレンド周りの変動（ボラティリティ）、ε は

標準正規乱数である。 

ここでは幾何ブラウン運動を地下鉄利用客数に対して適用する。バンコク地下鉄が開通した 2004年から 2007

年までの 4 年間のバンコク地下鉄の日平均利用客数が報告されており、トレンドを過去 4 年の地下鉄の日平均

利用客数の対数の差の平均である 0.039612、ボラティリティを同じくその分散である 0.062182 として幾何ブラ

ウン運動を適用し、検討年数 30 年間の地下鉄の日平均利用客数の推移を算出した（図-3 参照）。事前予測によ

り十年後の地下鉄の日平均利用客数が 30 万人と見

込まれていることから、これは事前予測とかけ離れ

た値ではないことが示された。 

4. 地下鉄利用客数の将来予測に基づく環境負荷便

益評価 

 バンコク地下鉄の社会全体に与える影響を地下鉄

利用客に対応して運用段階の各環境費用便益を算出

した（図-4 参照）。既往の研究と比べ大きく値が変

わることを示した。このように社会基盤構造物の影

響は本研究で検討した環境影響のように様々な社会

に与える影響があると推測されるので、社会に与え

る影響を含めた評価を行うことが重要である。 

検討年数 30 年とした場合 NPV を算出したところ

30 年間で-2,487～-1,090 億円となり、総じて NPV は

負の値であった。ここで、検討年数をさらに延ばし

て評価を行うことにする。運用開始から 30 年以降は

トレンドを 0，ボラティリティを 0.05 として費用便

益を求めた。図-5 はバンコク地下鉄の負荷便益を確

率統計的に評価したものである。環境影響物質の価

値を感度分析した結果、環境影響物質の価値が低け

れば NPV が正となる確率は高くなるということが

示された。 

5. おわりに 

本稿では、バンコク地下鉄の事業性評価として、

これまではバンコク地下鉄が与える直接的効果（企

業負担，利用者に与える影響）を中心に評価されて

きたが、幾何ブラウン運動を用いることによって環

境影響について複数の推移を算出する手法を提案し

た。 
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No.3，2009 
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図-4 本研究の評価によるバンコク地下鉄の環境コスト  
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図-5 バンコク地下鉄の NPV が正となる確率 
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図-3 幾何ブラウン運動より算出した地下鉄利用客数推移  

平成21年度土木学会関西支部年次学術講演会

Ⅵ- 5


